
死刑執行に抗議する会長声明 

 

本日、国内において１名の死刑確定者に対して死刑が執行された。今回の執

行により、今世紀において合計９５人もの死刑確定者が、国家刑罰権の発動と

しての死刑執行により生命を奪われていることになる。 

 

たしかに、突然に不条理な犯罪の被害に遭い、大切な人を奪われた状況にお

いて、被害者の遺族が厳罰を望むことはごく自然な心情である。しかも、日本

においては、犯罪被害者及び被害者遺族に対する精神的・経済的・社会的支援

がまだまだ不十分であり、十分な支援を行うことは社会全体の責務である。 

しかし、そもそも、死刑は、生命を剥奪するという重大かつ深刻な人権侵害

行為であること、誤判・えん罪により死刑を執行した場合には取り返しがつか

ないことなど様々な問題を内包している。 

人権意識の国際的高まりとともに、世界で死刑を廃止または停止する国はこ

の数十年の間に飛躍的に増加し、法律上及び事実上の死刑廃止国は、２０２０

年１２月３１日時点で、国連加盟国１９３か国のうち１４４か国にのぼる。２

０２０年１２月には、国連総会本会議において、史上最多の支持（１２３か

国）を得て死刑廃止を視野に入れた死刑執行の停止を求める決議案が可決さ

れ、２０２１年７月１日には、米国連邦政府において、司法長官が連邦レベル

での死刑執行の一時停止を司法省職員に指示する通知を公表した。このように

死刑廃止は世界的な潮流という状況にある。 

  

当会においても、１９９６年以降、死刑執行に対し、都度これに抗議する会

長声明を発出してきたほか、２０２０年９月１８日に「死刑制度の廃止を求め

る決議」を採択し、２０２１年８月２５日には「米国における連邦レベルでの

死刑の執行停止を受け、日本における死刑制度の廃止に向けて、死刑執行の停

止を求める会長声明」を発出している。 

そこで、当会は、国に対し、今回の死刑執行について強く抗議の意思を表明

するとともに、日本が、基本的人権の尊重、特に生命権の不可侵性の価値観を

共有できる社会を目指そうとしている国際社会と協調し、国連加盟国の責務を

果たせるよう、あらためて死刑の執行を停止することを強く要請するものであ

る。 
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